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　近年におけるわが国経済の高度成長にともない，農業

も一大変革期を迎え，大きな転換や発展がもたらされつ

つある、なかでも農業人口の減少にともなう農業労働カ

の減少，農業労働力の質的低下，兼業農家の増加等，ま

た国民食糧消費構造の変化にともなう畜産，果樹作雲野

菜作の発展，科学技術の発展にともなう農業技術，とく

に農業機械や施設農業の発展，農業本来の生産技術や経

営技術の発展等が著しいのである、しかしこのような農

業発展の速度は他産業の発展に比べれば低く，また農業

発展にマイナスの条件もでてきているのである、

　農業基本法の精神である農業従事者と農業外従事者と

の所得均衡は，その実現に努力が傾注されているにもか

かわらず，種々の困難があるようである．農業従事者の

所得を向上させるためには，農業経営を改善，合理化し

て，農業生産の生産性を高め，農産物生産費をきりさ

げ，もって農業所得を増大しなければならない。このよ

うな農業所得の向上は一般の農業経営全体にわたらねは

ならないが，自立経営の育成を目標とする基本法農政

は，目本農業の担い手として，他産業従事者に劣らない

ような農業所得を獲得しうる自立経営を，なるべく多く

育てようとしている、そこに農業経営規模拡大や農業機

械化を中心とした農業構造改善や，農業生産の選択的拡

大のための主産地形成や，農産物の流通改善，金融政策

等が必要裸され，強カに推進されつつあるのである。

　このような農政や農業の動きは，その方向として，そ

の大筋として当然であり，もっともなことと考えられる

のである蜴しかし実際の社会的発展，農業の発展と，農

政の手段や施策のテンポは必ずしも合致しておらず，多

くの矛盾をはらんでいるように思える、またわが国の農

業経営の現段階が，大部分のものが企業経営ではなく，

小農的家族経営であるにもかかわらず，企業経営とみな
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した政策や指導が多く存在し，そこに現実ばなれのした

矛盾が存在するように考えられる、

　これらの矛盾のあらわれが，基本法農政が始まってか

ら5年たったにもかかわらず，自立経営農家の数はほと

んど増加していないこと，農業構造改善事業が農業の生

体実験であると批判されていること，協業経営の多くが

かんばしい成績をおさめえず苦悶していること箏農民の

首切り政策として反対の声が今なお存在すること，農業

生産の選択的拡大のやりすぎで米不足の危険信号がでた

り，一部農産物の豊作貧乏が騒がれたりする等となって

いると考えられるのである、

　このような基本法農政が，農業者の所得向上をめざし

て，所得向上のために農業の生産性の向上，生産費の低

下をやかましくいっているのである。このかけ声にマス

コミや，多くの評論家，解説者が，生産性の向上と生産

費の低下に重点をおいて宣伝しているように思える、農

業者もこのぺ一スに巻きこまれて，生産性さえ向上すれ

はよいとか，生産費さえ下げれぱよいとか考えるような

傾向が強まりつつあるように思える。そして所得向上の

ための生産性向上や生産費低下が，本末を転倒して所得

を下げるような生産性向上や，生産費低下が横行しつつ

あるように考えられる．これは基本法農政の精神にも反

することであるが，現実の矛盾として存在する。

　小農的家族経営にとっては，農業所得（小農的経営純

収益とみなす）の持続的最大こそ必要であって，生産性

の向上，生産費の低下は農業所得増大のための手段でな

ければならない、この目的と手段の混同がしばしばみら

れるのである。もちろん長い目で見れば生産性の向上，

生産費の低下，所得の増大の三者は，並行的であるべき

である、しかし短期的には，また経営改善の方法をあや

まれば，相反する場合も生ずるのである面農業者はもち

ろん，関係者はこの三者の概念をよく理解するとともに

所得増大が第一に必要なのであって，そのためにのみ生

産性の向上や，生産費低下が必要なことを認識しなけれ
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はならない．そして反対に生産性は低くとも，生産費は

高くとも，農業所得は大きくなりづ右のであって，所得

が増大する限り生産性の低下，生産費の増大も，農業経

営にとって合理性をもつのである。

　このよう．な生産性，生産費，所得を生産性と所得との

関係と，生産費と所得との関係にわけて，以下所見をの

べることとする、

　　　　　　農業生産性と農業所得

（1）生産性と所得の意義

　（a）生産性の意義　　生産性の意義については一般的

に二様に解せられている。その第一の意義は生産された

生産物の量を，生産に使った生産要素量で割って算出し

た相対値としての指標である（1λすなわち投下労働量単

位当り生産量を労働生産性，土地面積単位当り生産量を

土地生産性，投下資本単位当り生産量を資本生産性とい

うごとくである。この生産物の量の代りに，生産物価額

（粗収益）を用いて多労働，土地，資本の生産性をいう

場合もあるようである曲すなわちつぎの式（2）の通りであ

る。

　　　　　　　　生産物量　　　　生産価額（粗収益）
労働生離：投下労働量または投下労働量

土地生離一圭琵鵠または生産豊鵠益）

資本生離一籍驚または生産鶏驚益）

　第二の生産性は，生産価額から生産に要した物財費を

差引いて純生産額（附加価値）をだし，この純生産価額

を生産に用いた労働量，土地面積事資本額で割って，そ

れぞれの生産性とするのである。つぎの通りである（3）。

労働生離一生欝窺鰹費一襲霧駿

土地生離一生警藷財費一糸鐵議額

資本生離一生響窺繋費一轟驚

　第一の生産性は生産要素単位当り生産物量であって，

これは生産性というより生産カといったほうが適当であ

ろう。第二の生産性こそここで問題にしようとする生産

性である。この生産性は，生産要索単位当りの純生産で

ある④この純生産は，この生産に参加した労働カ，土

地，資本，企業（経営者）に対する報酬であって，労働

報酬・地代・資本利子，企業利潤の合計である帖生産性

はこの4つの生産報酬計を労働量，土地面積，資本額の

おのおので割って算出した各単位当り報酬計である。そ

れゆえに各生産要素の生産性は，純生産を産みだした各

生産要素の貢猷度でもなければ多各生産要素への分配額

でもないことを注目しなければならない、生産性の高い

ことは，各生産要素の能率の高いことをあらわしている

が，それは4要素の協力の結果である。労働生産性の高

いことは，労働能率の高いこととなるが，土地や資本や

経営者の貢献度が大きかったこともふくまれ，ただ労働

の貢献度や労働報醐だけが高いのではない。すなわち生

産性には分配概念は入っていない。分配前の純生産，生

産による附加価値の合計を参加した各生産要素量で割っ

て，単位当り純生産額をだしたにすきない。そこには生

産要素の所有関係は入ってこず，生産を経営や企業から

捨象して，社会的生産としてみているのである、

　これら労働生産性，土地生産性，資本生産性のうち，

従来は土地生産性が重要視されたが，近年労働生産性が

重要視されるようになった、ここでは論議を簡単にする

ため生産性は労働生産性によって代表さすことといたし

たい。

　（b）所得の意義　　所得は生産における純生産の，生

産に参加したものへの分配額である、換言すると各生産

要素用役に対する報醐を，その提供者へ分配した金額で

ある画その生産に対して労働を提供したものへ労賃を，

土地を提供したものへ地代を雪資本を提供したものへ利

子を，経営者には利潤を分配するのである。すなわち生

産によってえた純生産の機能的分配なのである、

　小農的家族経営の農業所得は，農業経営における農業

生産の純生産（附加価値）のうち，農業経営が所有する

生産要索の用役に対して分配された報酬と，経営者の経

営機能に対する報醐の合計である田次式の通りである。

　　鈍生産価額　　一　　購入生産要索用役費　　呂　　　農業所得

｛
　　（生産価額一物財費）一（雇用労賃十小作料十負債利子）昌農業所得

　　粗収益　一　小農的経営費　　屋　　農業所得

　すなわち農業所得はつぎのような機能的分配の合計額

であり，混合所得である、

　　農業所得＝家族労働費十自作地々代十自己資本利子十企業利潤

　（・〕生産性と所得のちがい　　生産性を算出する場合

の分子になる純生産と所得のちがいは，前述したように

純生産カ）社会的生産として，その使用生産要素の所有と

無関係に，，附加価値の総額をあらわすのに対して，所得

は使用生産要素の所有に関係し，他から借入れた生産要

素の借賃，すなわち購入生産要素用役費を外部に支払っ

て残った純生産であり，所有生産要素に対する報酬と，

経営機能に対する報醐であり，私的個別生産的報酬であ

る。

　また生産性は前述したように，各生産要素単位当り純

生産であって，相対的数値であり，生産規模を捨象した

生産能率をしめす大きさであるが，所得は個別経済にお

ける絶対的な大きさであり，生産規模が大きければ能率

は劣っても大きくなるし，生産規模が小さければ能率が

良くとも小さくなるものである。しかし所得も生産性と
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同様に相対的にあらわす方法もある。例えば労働単位当

り所得の如くである。しかしその場合でも純生産と所得

の差異はそのまま残るのである。

　　　　　純生産　　　　　　　　　　　　　純生産一購入生産要素用役費
労働生産性一投下労働量　　　労働単位当り所得　　　　　投下労働量

　なお注意しなければならないことは，前述のように生

産性と生産要素単位当り所得は相対値であり，所得と純

生産は絶対値であることに関してである。農業者が農家

生活を豊かにし，生活を安定，発展さすためには所得の

絶対値を大きくすることが要求されるのである。絶対値

を大きくするために相対値を高めることが必要なのであ

る、しかし絶対値を大きくする方法は相対値を高めるこ

との外に生産規模の拡大によって可能なことを忘れては

ならない。若干相対値を低めても，より生産規模を拡大

すれば絶対値を大きくすることができる倒

（2）生産性と所得が並行的に増大する場合

　労働生産性が上昇し，農業所得も増大する場合であ

る的このような場合はもっとも一般的であり、正常な場

合であろう、農業経営改善もこのように並行的に増大す

ることが望ましい。労働生産性を高めるには，純生産を

高めることと，投下労働量を減少せしめること，または

投下労働量増大以上に純生産を増大することが必要であ

る、純生産を高めるには生産技術や経営技術を高めて、

粗生産価額を多くし，物財費を相対的に低めねはならな

い、例えば有利な生産部門を選択するとか，優良晶種を

導入し，生産管理を合理化し，科学的生産技術を採用し

良質多量の生産を実現するとか，生産費用を節約すると

か，上手に販売するとかである。投下労働量を節減する

ためには，省カ的技術を導入し、土地基盤整備や機械化

を進めること等が必要であろう、しかし高度の技術を導

入し，機械化を進めることは，粗生産価額を増し，投下

労働量を減少し，生産性向上に働くが，他方では物財費

を高めて生産性低下に働くのである、それゆえにこの

十，一を良く考量して新技術を導入する必要がある、

　このように労働生産性が向上すれぱ，経営にとっては

能率が良くなるので有利なはずである、労働／日当り生

産性が向上し，かつ経営の全労働日数が減少せず，さら

に経営の純生産のうちから経営外に支払われる労賃，地

代，利子が増大しない限り，農業経営の農業所得は増大

するのである、すなわち生産性と所得は並行的に増大す

るのである。この並行のためには上述のような二つの条

件が必要である、さらに詳言すれば，経営規模の拡大等

によって経営全労働目数の減少がないこと，または純生

産向上率以下の労働目数減少率であること，さらに経営

外に支払われる労賃，地代，負債利子の合計が増加しな

いこと，または純生産向上率より少ない購入生産要素用

役費の増加であることが必要である曲

　第一の条件は農業経営規模を，土地面積の拡大や土地

利用の集約化によって大きくし，生産物単位当り労働量

を減少さすとともに，経営全体の労働投下量を増すこと

によって可能となる。労働生産性は向上しても，それ以

上に労働投下量が減少すると所得は減少する場合がある

から，労働投下量の減少をさけねばならない。第二の条

件たる購入生産要素用役費の相対的増大を防くには，そ

れらの購入を慎重之こし，計画を十分練って，所得増大に

結びつく購入だけを選択するようにしなければならな

い邊

　生産性と所得の並行的増大の例示をつぎにかかげる邊

　　　　　　範生産一労働時閥＝労働生産性
改　善　前

改善後（1）

改善後（2）

改　善　前

改善後（1）

改善後（2）

　800，000円　　5，000時閻　　　　160円

1，080，000円　　　6，000時間　　　　180円

　8工0，000円　　4，500時間　　　　180円

純　生　産一購入生産要索用役費＝農業所得

　800，000円　　　100，000円　　　700，000円

’1，080，000円　　　200，OOO円　　　880，000円

　810，000円　　　　60，000円　　　750，OOO円

（3）生産健が高くなって多所得が滅少する場合

　生産性が前述のように高くなって，かえって農業所得

が減少する場合があることを注意しなければならない、

機械化貧乏のこ1ときがそれである。農業機械化を無計画

に，経済的考慮をせずに進めると，投下労働量は著しく

節減できて生産性は向上する。しかし所得が減少する場

合がある国例えば稲作経営で，慣行的技術を機械化体系

の技術に改めて投下労働量が半減したとする、収量には

変化がないとしても，機械化のために機械の減価償却費

動カ費等の物財費は多額となり，純生産は減少するが，

投下労働量の減少が，物財費増大以上に大きけれは労働

生産性は高くなるのである。しかし作付面積の拡大がな

い限り経営の投下労働量は半減し，労働生産性が唐以上

で，購入生産要素用役費が減少しない限り，所得は減少

するのである。さらに新技術導入のための借入金利子増

大があればそれだけ所得はさらに減少する。

　稲単作経営で，耕作面積をそのままにして機械化し，

省力栽培に成功し，労働生産性を向上し，労働1日当労

働報酬の増大をもたらしても，家族労働目数がそれ以上

に減少すれば，農業所得は減少するのである画機械化去

無計画にして，労働節約ができた，労働生産性が向上し

たと喜こんでいても，農家経済は所得が減少して生活程

度を切り下げねばならない悲劇が多数実在しているよう

に思えてならない固これは生産性という相対的な能率の

良さや，所有関係を捨象した杜会的大きさに目を奪わ

れ，経営という個別経済の所得を忘れたところからきて

いるのである。これがいわゆる機械化貧乏なのである岬

　生産性が向上して，所得が減少する場合は過度の機械

化の外にも起こりうるのである、家族労働の減少は生産
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性の向上に役立つが，他方では所得の減少に働くことを

忘れてはならない。それが小農的家族経営の特徴であ

る、

　このような場合の例示をすればつぎの通りである、

　　　緒生産一労働時閥＝労働生産性　純生産一購入生産要素用役費＝農業所得

改善前800，OOO円5，000時間　160円　　800，OOO円　　100，000円　　　700，000円

改善後750，OOO円2，500時問　300円　　750，000円　　150，000円　　　600，000円

（4）生産性は低くなっても，所得ほ増大する場合

　生産性の低下は好ましいことではないが，与えられた

条件下で所得を増大するためにはやむをえない場合もあ

る。例えば零細経営であって，穀作のような粗放的作物

作のみで，家族労働力を充分働かすだけの経営規模をも

たず，過剰労働力をもっている場合に，家畜を導入する

とか，園芸作のような集約的作物を導入して経営規模を

拡大すると，労働生産性は下がっても農業所得は増大す

る場合がある。稲作の労働生産性は養畜のそれに比し高

いのが普通であるが，稲単作経営に家畜を導入して経営

改善をする場合は多い。この多くは生産性が下っても，

農業所得の増大をねらい，そしてそれを実現しているで

あろう，

　すなわちつぎの例示のよう結果となるであろう。

　　　純生産・労働鯛一生離純生産一繋縫嚢要一麟所得

改善前　450，000円　3，O00時間　　150円　　450，000円　　50，OOO円　　400，OOO円

改善籏　700，000円　5，000時間　　140円　　700，000円　100，000円　　600，000円

（5）むすぴ

　以上生産性と所得について，その意義と両者の差異を

のぺ，両者の並行的に増大する場合が一般的であり，正

常な状態であるが，場合によっては相反することもある

ことを述べた。そして農業経営にとっては農業所得の増

大が必要なのであって，生産性の向上は所得増大の手段

であるべきことを述べた。それゆえに所得増大のために

は生産性低下もやむをえないし，所得を減少さすような

生産性向上は排除しなければならない。農家生活の向上

発展は農業所得の増大に直結し，生産性向上とは直接結

びついていないからである。

　しかし長い目で，長期的に観察するならば，生産性向

上は所得増大と並行的であり，進歩，発展の方向である

ことに変わりはない．しかし短期的，個別的にみれば，

両者が矛盾する場合もあるの七ある、小農的家族経営の

目標が持続的最大の農業所得である限り，所得増大が第

一に重要であり，生産性向上は所得増大の一手段にすぎ

ない、所得増大の方法は経営規模拡大等の他の手段も存

在するのである、マスコミや，その他俗論に生産性至上

主義の如き主張が多いのであるが，これら誤った主張に

まどわされることなく，農業所得の増大，経営の収益性

を第一に考えねばならないのである、

　　　　　　農産物生産費と農業所得

（1）農産物生産費と農業所得の意義

　（・）農産物生産費の意義　　農産物生産費は農産物の

生産に要した費用を合計して，生産物物量単位当りにし

てあらわした費用額である。その費用の内容については

種々異った見解や方法があるが，ここでは経営的な立場

からもつとも広義の生産費をとることとする．

　　　　　　（物財費十生産要索用役費十公租公課）一（副産物価額）
　生産費昌
　　　　　　　　　　主　産　物　生　産　鐙

　このような生産費は農業生産を，生産要素用役全部購

入する資本主義経済的生産とみなして，その生産に必要

な費用であり，また生産性や純生産と同様に，社会的生

産としての個別経済における費用である。費用のうち物

財費はいかなる場合も費用である。生産要素用役費は，

その生産要素の所有関係にかかわりなく，購入も自給も

生産費に入るのである。労働費は雇用労賃も家族労働費

もふくみ雪同様に自作地々代争自己資本利子もふくむの

である、純生産は物財費だけを費用として生産価額から

差引いたものであるのとちがうのである曲

　そして生産費はいつも販売価格と対比されて，その格

差が問題となるのであり，販売価格より低くければ低い

ほど有利であり，効率の高い生産であることがわかる。

それゆえに生産費の低下が望ましいのであり，経営にと

っては生産費の低下が必要なのである。

　　　販売価格　一　生産費　昌生産物単位当り企薬利溜

　　生産価額　一　物財費　昌　純生産（附加価値）

　（b）所得の意義前に述べたのでここでは省略する．

　（C〕生産費と所得との関係前述したように生産費が

販売価格より低ければ低いほど有利な生産であり，所得

の増大に役立つのである、それゆえに農業経営では所得

増大のために生産費低下が必要なのである、しカ）し所得

をだすための小農的経営費（以下単に経営費という）の

内容と，生産費に入る費用の内容とはちがうところに問

題があり，生産費の低下がいつでも所得を増大するとは

限ぎらず，生産費の増大がいつでも所得を低下さすとは

限ぎらないのである。生産費と所得をだすための経営費

との差異はつぎのような諸点にある。

　　　生　産　費　　　　　小農的経営費

①生産物単位物盤当り費用合計　　　　経営金庫の費用合計

②　副産物価額を差引いた費用合計　　　経営の費用のみの合計

③生産要索用役費を全部ふくむ費用　生産要索用役費は購入のみふくむ費用

④　自給購入物財費を全部ふくむ費用　　自給物財費はふくまない費用

⑤販売価格一生産費一窒磯鶏位粗囎一経営費一麟所得

　これらのちがいのうち，つぎの生産費の費用区分（4）は

生産費と経営費とのちがいを明かにするのに役立つ、

　生匿費の費用邊純費的費用十収益的費用十所得的費用

　純費的費用というのは，如何なる場合も経営にとって
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費用となるものであって，経営費となるものである。購

入流動物財費，減価償却費，雇用労賃，借入地々代，借

入資本利子等がふくまれる。現金支出の全部と減価償却

費である、

　収益的費用というのは自給物財費であって，生産費に

は算入されるが，経営費には入らない。経営内の他部門

の生産物であって，生産費が償なわれれば他部門の粗収

益になるので，その名がある、経営費に入らないのは一

部門の費用と他部門の粗収益となり，（十）と（一）で消し

あって零となるからででる。しかし収益的費用の自給物

財費も，その生産費を調べると純費的費用，収益的費用

所得的費用からなりたつのであり，またその収益的費用

もさかのぼれば，さらに三種の費用に分かれる。かくし

て収益的費用たる自給物財費は結論的には純費的費用と

所得的費用の二つに分けられるのである。そして普通農

産物の所得率は60％内外であるから，所得的費用が過半

をしめる…とが予想できる、このような意味で以下収益

的費用については省略して考察をすすめることとする、

　所得的費用は自給の生産要素用役費である、家族労働

費，自己資本利子，自作地々代であって，生産費に算入

されるが，経営費には入らず，所得となる分なのであ

る．生産費が償われればこの費用部分が所得となるので

この名がある邊生産費が販売価格より高ければ，その高

い分だけこの部分の所得が減少し，社会的水準の労賃，

地代，利子，企業利潤がえられないこととなる。

　以上でわかるように生産費のなかには，小農的家族経

営の所得を構成する所得的費用が入っており，ここに生

産費の重要な性格がある、また生産費は個別生産の物量

単位当り費用であって，その販売価格と対比して生産効

率を示す指標にすぎず，農家経済の大きさに直結しない

相対的な数値である、経営費や所得は経営全体の絶対値

であり，経営規模と密接に関係し，農家経済の大きさに

直結している、この関係は生産性と所得との関係によく

似ている、ここにも一つの重要な性質のちがいがある。

　そして生産費の低いことが経営にとって，多くの場合

有利であるということができる国経営によっては所得を

増大することが第一であって，所得増大に役立つ生産費

低下が必要であり，所得増大に役立たない生産費低下は

排除しなければならないし，また所得増大のためには生

産費の高くなることもやむをえないのである。経営にと

って所得増大が至上命令であり，生産費はこの至上命令

にしたがって事多くの場合には低下しなければならない

が茅特別の場合は高くなることもやむをえないのであ

る、このような複雑な関係は，生産費と経営費の意義の

差異のなかからくるのである、以下若千の例によってこ

れらのことを説明しよう、．

（2）生産費が低下して，所得が増大する場合

　このような場合はもっとも普通で，正常な場合であ

る。所得を増大するために生産費を低下さすことは，も

っとも当然なやり方である。新しい技術を導入して，費

用の増大量よりも生産量の増大を大きくすれば，生産費

は下がる、その場合費用増大のうち純費的費用の増大を

生産量増大より低くすれは農業所得も増大する。農業経

営の近代化は農産物生産において，純費的費用を機械

化，肥料や飼料や農薬の購入費増大等により多額にし，

それ以上に所得的費用である家族労働費の節減によって

生産費を低下さす傾向がある、このような場合，経営規

模の拡大を土地面積の拡張や土地利用の集約化によって

実現し，生産量を増大すれぱ農業所得も増大するはずで

ある、

　このように所得増大と生産費低下が，並行的に進行す

るような技術の選択と導入が必要なのである、おそらく

この場合は生産性も向上していて，三者並行的であろ

う。生産費低下と所得増大の並行の例示はつぎの通りで

ある轡

　　　　　　米の筆り）　単
　　　　純費的費用十所得的費用8生産費　　米価　　企業利潤

　改善前　　　31000円　　6，000円　　9，000円　12，000円　3，000円

　改善後　　　3，500円　　5，000円　　8，500円　12，000円　3，500円

　　　　　　　　　　　　農　薬　所　得
　　　　全経営の
　　　　米生産量　　　企薬利酒十所得駒箪用目農薬所得

　改善前　　ユ0，000K　　　300，000円　600，000円　　g00，000円

　改善後　　12，000K　　　420．O00円　600，000円　1，020，000円

（ろ）生産費が低下して，所得が滅少する場合

　生産費が低下しても所得はかえって滅少する場合があ

るこξを忘れてはならない．前述例の稲作経営の場合に

家族労働費を大きく節約し，物財費等の純費的費用を増

大して生産費を低下しても，経営規模の拡大も，生産量

の増大もない限り農業経営費は増大し，粗収益は増大せ

ず農業所得は減少するのである．それはつぎの例示によ

っても明かである。

　　　　　　米の生産費（100K当り）　　　　米100K当り

　　　　純費的費用十所得的費用呂生産費　　米価　　企業刷潤

　改善前　　　3，000円　　6，000円　　g，000円　12，000円　3，OOO円

　改善蜜　　　3，500円　　5，000円　　8，500円　12，000円　3，500円

　　　　　　　　　　　　慶業　所　得
　　　　全経営の　　　　　｛　　　　米生産量　　　企業利潤十所得的費用昌麗薬所得

　改善前　　10，000K　　　300，000円　600，①00円　　900，000円

　改善後　　10，000K　　　350，000円　500，000円　　850，000円

純費的費用を増大し，その増大より大きい所得的費用

の減少を図り生産費を低下さしても，生産量の増大がな

い限り所得は減少する。このような生産費低減は経営改

悪であってさけねばならない。

現在農林省等の奨励で，農薬の大型機械化が進行して

いる。確に労働が節約されて，家族労働は少なくなる
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が，それは所得的費用の節減であり，他方には多大の純

費的費用の増大がある、機械費，動カ費，賃耕料，ライ

ス・センターの料金，防除費，カントリー・エレベター

の料金等全部純費的費用である。生産費は労働節約が大

きい隈り低下する、しかし生産規模の拡大がない隈り，

二重に農業所得は減少する固まして急激な無理な機械化

による収量の減少，負債利子の増大，機械や施設の共同

会計赤字増大等のおまけがついておれは，なおさら農家

所得の減少を意味する。現在の無計画な，不用思な，生

産性や生産費だけを考えた大型機械化は，経営土地の拡

大が大きく進展しない限り一般的には無理である、大型

機械化によって労働生産性が著しく向上し，米の生産費

が低下され，美事な施設で農業近代化の標本と自己満足

し，他からも外面だけをみて羨やましがれていても，そ

の実際の内容は農業所得の減少となっている場合が多い

のではないだろうか、このような場合は農業経営が犠牲

になっているのであって，農業機械化の生体実験である

とのそしりを免れないのである⑭また機械化にキって家

族労働が節約されて余剰労働力を生み，他方生活水準の

向上と所得の減少も重なれば，出稼ぎ，兼業化，転業を

促進せざるをえなくなるのである固それを農業者の首切

り政策といわれてもしかたがないだろう、機械化は農業

発展の必然的傾向ではあるが，社会の発展と農業近代化

のテンポをあわさねばならないのである的

（4）生産費は高くなっても，所得は増大する場合

　このように矛盾するような場合も，実際には存在する

のである、例を養鶏にとってみよう曲少数羽飼養の飼料

は，農場や家事の残りものが多く，したがって購入飼料

率は低く争著しく割安につく軸しかし労働費は割高とな

るのはやむをえない、しかし卵の生産費の約70％は飼料

費であり，約10％が労働費であるから，飼料費が割安と

なれば卵生産費は低くなる可能性がある、しかし所得は

生産費が低く，卵単位重量当り企業利潤は多くともク少

数羽飼養では少額とならざるをえない。けれども多数羽

飼養にすれば，飼料は全部購入飼料となって割高となり

労働は著しく節約的となっても，卵生産費は高くなる可

能性がある、しかし生産費が償なわれる隈り，卵単位重

量当り企業利潤は少なくとも，多数羽飼養による卵の大

量生産によって所得は増大する、それはつぎの例示の通

りである、

　　　　　　　卵K当り生産費　　　　　　　　卵K当り

　　羽敷鈍費的費用十所得的費用冒生産費　　価格　　企糞利潤

改善前　　5羽　　110円　　　　50円　　160円　　170円　　　10円

改善後　500羽　　150円　　　　15円　　165円　　170円　　　5円

　　　　　　　　　　農　業　所　得
　　　　卵生
　　　　産量　　　企業利潤十所得的費用呂農業所得

改善前　　　　6嘔　　　　600円　　3，000円　　3，600円

改善後　　6，000K　　30，000円　g0．O00円　120，000円

　すなわち多数羽飼養は薄利多売の原理によって，単位

当り利益は少なくとも，経営全体の利益を大きくできる

のである、その上多数羽飼養は上手にやれば，生産費の

低下となればさらに多数羽飼養は発達するのである。し

かし多数羽飼養は一度卵価が下落し，生産費以下に下が

ると欠損も大きくなるから，それに耐えるだけの経済カ

をもって，卵価の上昇をまたねばならない。

　和牛飼養においても零細飼養では，飼料は自給が多く

野草，稲わら争経営や家計の残りもので足り，購入飼料

は少なく，飼料費は安くつき，その上副産物のきゅう肥

や畜力の利用価値も高く，生産費も比較的低く，1頭当

り所得も大きくなるが，全体の所得は零細飼養で少な

い。これを多頭飼養化すると，飼料も野草，稲わら等で

は足らなく争牧草や飼料作物作が必要となり，購入飼料

も多くなり。その上きゅう興や畜力の利用価値は著しく

減少し，生産費は高くなるかも知れない、しかし1頭当

りの所得は少なくとも争多頭飼養によって全体の所得を

増大することができるのである、全く養鶏の多数羽飼養

と同様に薄利多売の原理が働くからである邊これは生産

費が生産物単位当り費用であり，その費用に所得的費用

をふくんでいるが，所得は生産全体の利益であり，所得

的費用は所得にふくまれるからである、

　養鶏と和牛飼養の例は，飼養規模拡大による所得増大

であるが，生産規模を変えないで，純費的費用を所得的

費用で代替し，生産費は若干増大しても所得を増大する

こともできる。酪農経営において，純費的費用である購

入飼料過多で所得が少ない場合，所得的費用を多くふく

む自給飼料を多くして購入飼料を節約し，若千生産費は

高くなっても所得を増大する場合もある。なおそれら自

給飼料増大によって飼料費が低下すれば，さらに所得は

多くなる、

（5）むすぴ

　生産費は低いほうがよい。それは社会的にみて効率の

高い生産だからである。しかし農業経営は私的個別経済

であり，自給生産要素用役費は所得的費用であって，生

産費には入るが，経営費には入らず，したがって農業所

得に入るのである。この所得的費用と企業利潤の計が農

業所得となる．生産費の低いことは企業利潤が大きくな’

ることであり，その限りにおいて所得を増大するのであ

る四それゆえに生産技術や経営技術の改善によって，投

下費用の増大以上に生産量を増大することによって，生

産費を低下さし，農業所得の増大を図らねばならない。

　しかし生産物単位当り生産費は高いが，黒字生産費で

ある限り，すなわち生産物単位当り所得は少ないが，生

産が多くなれば所得は増大するのである国すなわち経営

改善にとって農業所得の増大は至上命令であるが，その

sokyu
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ためには生産費低下によるか，生産費は若干増してもよ

り以上の生産量増大によるか，または生産費低下と生産

量増大を同時に達成するか等の方法がある、そのときの

事情によって効率のよい所得増大の方法をとればよいの

である、養鶏や養豚では経営規模の拡大が容易だから，

生産量の増大による所得増大がやり易く，経営面積拡大

の困難な場合は集約化による生産増大によって生産費低

下，所得増大が必要となろう、

　農業機械化は前述のように種々の意味において純費的

費用を増大する、ことに小農経営における大型機械化は

賃料々金や機械費等を多くして純費的費用を増し，経営

費を増木する。そして経営規模の増本がない限り収量の

増大はあまり期待できず，所得の減少となる。家族労興

は著しく減少して生産費は低くなるかも知れないが，所

得的費用の減少となって所得は上述のように減少する、

農業所得の減少を防ぐには，その節約された家族労働カ

を経営規模拡大にむけるか，または兼業化しなければな

らない、それを怠り，生産費の低下，労働能率の向上，

大型機滅の威カ葦重労働からの解放等と喜こんでいる間

に，農業所得の減少が農家経済を圧追している例が多い

のではないだろうか、

　要するに農業経営にとっては農業所得の増大が必要な

のであって，所得の増大に役立つ生産費低下が必要なの

である。所得が経営規模拡大によって増大するなら，生

産費は高くなってもやむをえない．経営規模拡大が生産

費低下に役立つようにできればさらに所得は多くなる、

農業所得を短期的にでも低下さすような生産費低下は，

将来の補償が確実でない限り本末転倒であってサそのよ

うな生産費低下は排除しなければならない、

　　　　　　　　あ　と　が　き

　こわまで生産性と所得，生産費と所得の関係について

見てきた蜆その見方は小農的家族経営にとって農業所得

の増大が至上命令であって，経営的には農業所得を第一

に，最重要に考えねばならないという立場からであっ

た、小農的家族経営にあっては，農業経営が農家生活の

維持発展のために，農業所得を持続的最大にしなければ

ならないからである、それゆえに所得の増大，生産性の

向上，生産費の低下は，それぞれ単独に考えれば農業経

営にとって望ましいことであるが，生産性の向上，生産

費の低下は所得増大のためのみに必要なのであって，所

得増大という目的のための手段でなければならないので

ある、それゆえに生産性向上や，生産費の低下は所得増

大の場合に限り必要なのであり，所得が低下するような

生産性向上や，生産費の低下は排除しなければならない

のである。

　このような複雑な関係は，小農的家族経営の本質と，

その所得，生産性，生産費の意義，内容のちがいからお

きていることなのである。

　しかるに一般的な風潮では，小農的家族経営をすでに

時代おくれとして故意に否認したり，無反省に現実をみ

ようとせずに否認しようとしているように思える。また

小農的家族経営における所得，生産性，生産費を一般的

には良く理解しようとせずに，誤れるマスコミや評論に

迷わされ，無批判的に同調し，生産性さえ向上すれば良

い紬生産費さえ低下すれはよいといった俗論が多すきる

ように思える．小農的家族経営にとっては所得の増大，

収益性の増大が必要なことを忘れているのである、そし

てその結果はしらずしらずのうちに小農的家族経営を誤

った方向へ導き，多くの農家に多犬の損失を与え，苦難

の途へおいやっているように思えるのである。

　私は現実のわが国農業経営は相変わらず，その大部分

が小農的家族経営であるという認識にたっている、そし

て誤れる政策や指導によって書農業所得を減少さすよう

な生産性向上や，生産費低下が強行されていることに憤

りさえ感じるのである、それが本文を草する直接の原因

ともなったのである。

　要するに小農的家族経営においてはラ農業所得の増大

が必要なのである。この所得増大に反するような生産性

向上や，生産費低下は極カ排除しなければならない、反

対に生産性は低下しても，生産費は高くなっても，所得

増大に役立つならば合理性があるのであって争それを経

営改善のために受け入れねばならないのである曲

　最後にことわっておかねばならないことは，この拙稿

において小農的家族経営における兼業を無視したこと

と，機械化等による重労働からの解放，労働時間短縮に

よる生活の向上等を考慮しなかったことである、これは

それらの重要性を無視したためではなく，ただ議論を単

純化するためである争これらの重要性を考慮に入れても

この拙稿の主旨はなんら変わることはないであろう雪
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